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有機溶剤中毒予防規則の規定により掲示すべき事項の内容及び掲示方法を定める等の件の

一部を改正する件の適用について

有機溶剤中毒予防規則の規定により掲示すべき事項の内容及び掲示方法を定める

等の件の一部を改正する件（平成 26年厚生労働省告示第401号）が平成 26年 11月 4

日に公示され、平成 27年 1月 1日から適用されることとなったところである。

改正の趣旨、内容等については下記のとおりであるので、関係者への周知徹底を

図るとともに、その運用に遺漏なきを期されたい。

言己

1 改正の趣旨

有機溶剤中毒予防規尉（昭和47年労働省令第36号）第24条第 l項の規定により

掲示すべき事項の内容は、有機溶剤中毒予防規則の規定により掲示すべき事項の

内容及び掲示方法を定める等の件（昭和47年労働省告示第123号。以下「告示」と

いう。）に定められているところであるが、今般、告示の内容のうち、有機溶剤

による中毒が発生したときの応急処置について、日本救急医療財団と日本蘇生協

議会（ J RC）で構成するガイドライン作成合同委員会が作成した「 JR C蘇生ガ
イドライン2010」等の最新の知見を踏まえた内容に改正したものである。

2 改正の内容及び留意事項

( 1 ) 「中毒にかかった者を横向きに寝かせ、できるだけ気道を確保した状態Jと
は、以下の図のような状態をいうとと。

( 2 ) 「消防機関への通報」とは、救急通報（119番通報）をいうとと。

( 3 ）告示に定める応急処置は、事前に訓練を受けることが望ましいととから、機

会を捉え関係者がこれら訓練を受けることが推奨されるとと。

( 4 ）応急処置が必要となる事態に備えて、事業場に自動体外式除細動器（AED) 

を設置することが望ましいこと。なお、引火のおそれのある場所でのAE Dの

使用は適当ではないため、 AE Dを設置する場合には、あらかじめ引火のおそ

れのない場所を応急処置を行う場所として定めておくこと。
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